
 
 
 

開発事業にかかる協力寄附金について 

 

この度は、開発事業にかかる協力寄附金についての見直しを行いますので、その内

容についてご報告いたします。 

 

記 

 

1. 協力寄附金の概要 

良好な居住環境の整備を図るため、昭和 43 年 8 月に協力寄附金制度を創設し、この

間、事業者の方にもご理解とご協力をいただきながら、道路や公園などの都市基盤施設

や浸水被害の軽減のための雨水流出抑制施設の整備などの財源として活用してきまし

た。 

 

2. 協力寄附金の見直し内容 

 宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成を図るためのまちづくりに関する規則 

     ≪新旧対照表≫ 

現行 改正案 

（寄附金） 

第18条 条例第61条に規定する寄附金は、

次の各号に掲げるものとする。 

(1) 公共・公益協力寄附金 

(2) 公園整備協力寄附金 

(3) 消防施設整備協力寄附金 

(4) 水道事業整備協力寄附金 

(寄附金) 

第 18 条 条例第 61 条に規定する

寄附金は、良好な居住環境の整

備を図るための公共施設等整備の

資金に充てるものとする。 

 

 宇治市開発事業にかかる協力寄附金の取扱要綱 （Ｐ２～） 

      廃止します 

 

3. 施行予定日 

令和 5年 4月 1日 (土)  

令 和 ５ 年 ３ 月 ７ 日 

建設・水道常任委員会資料         

都 市整備部開発指導課 
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宇治市開発事業にかかる協力寄附金の取扱要綱  
 

第１章 協力寄附金の積算基準 

（協力寄附金の範囲） 

第１条 宇治市開発事業ガイドライン要綱編（以下「要綱」という。）第４２条に規定する

提供を求めることができる協力寄附金の範囲は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 公共・公益協力寄附金 

６区画以上の宅地開発事業及び６戸以上の特定用途建築行為（集合住宅）並びに事

業区域面積１，０００㎡以上の特定用途建築行為（集合住宅以外）の場合 

(2) 公園整備協力寄附金 

事業区域面積１，０００㎡以上３，０００㎡未満の宅地開発事業及び特定用途建築行

為（集合住宅）の場合 

(3) 消防施設整備協力寄附金 

６区画以上の宅地開発事業及び６戸以上の特定用途建築行為（集合住宅）並びに中高

層建築行為の場合 

(4) 水道事業整備協力寄附金 

６区画以上の宅地開発事業及び６戸以上の特定用途建築行為（集合住宅）並びに延

べ床面積が１，０００㎡以上の特定用途建築行為（集合住宅以外）の場合 

第１条 

(1)(3)(4) 

(Ａ―５区画〔戸〕)×１区画(戸)当たりの金額 

＝公共・公益、水道事業整備、消防施設整備協力寄附金 

第１条 

(1)(4) 

(Ｂ―１，０００㎡)×１㎡当たりの金額 

＝公共・公益、水道事業整備協力寄附金 

第１条 

(2) 

(Ｂ―１，０００㎡)×３％×路線価 

＝公園整備協力寄附金 

   Ａ：事業区域内全区画（戸）数 

   Ｂ：事業区域面積（水道事業整備協力寄附金の場合は延床面積） 

 

（公共・公益協力寄附金） 

第２条 公共・公益協力寄附金は、次の各号に掲げるものする。 

(1) 宅地開発事業    １区画当たり     ４００，０００円 

(2) 特定用途建築行為（集合住宅） 

ア 世帯者向け    １戸当たり     ４００，０００円 

イ 単身者向け    １戸当たり     １４０，０００円 

(3) 特定用途建築行為（集合住宅以外） 

１㎡当たり         ４００円 

資料１ 

2



 

（公園整備協力寄附金） 

第３条 公園整備協力寄附金は、要綱第７条第２項に規定する公園、緑地及び広場の設置

を協力寄附金に換える場合に準用する。 

（事業区域面積－１，０００㎡）×３％×路線価 

                     ＝公園整備協力寄附金 

 

（消防施設整備協力寄附金） 

第４条 消防施設整備協力寄附金は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 宅地開発事業     １区画当たり    １４，０００円 

(2) 中高層建築行為（４階以上の床面積を３，０００㎡で除じて得た数を棟数とし、端

数は切り捨て） 

              １棟当たり    ６８９，０００円 

(3) 特定用途建築行為（集合住宅） 

              １戸当たり     １４，０００円 

 

（水道事業整備協力寄附金） 

第５条 水道事業整備協力寄附金は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 宅地開発事業     １区画当たり   １２５，０００円 

(2) 特定用途建築行為（集合住宅） 

   ア 世帯者向け    １戸当たり    １２５，０００円 

   イ 単身者向け    １戸当たり     ４０，０００円 

(3) 特定用途建築行為（集合住宅以外） 

              １㎡当たり      １，０００円 

 

（端数処理） 

第６条 第１章で求めた協力寄附金については、１，０００円未満は切り捨てるものとす

る。 

 

第２章 協力寄附金減額基準 

（特定事業者） 

第７条 次の各号に掲げる特定事業者は、協力寄附金は求めない。 

(1) 公共法人 

(2) 公益法人（公益社団法人・公益財団法人） 

(3) 学校法人 

(4) 宗教法人 

(5) 医療法人 

(6) 社会福祉法人 
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（協力寄附金の相殺） 

第８条 次の各号に該当する場合は、各協力寄附金の相殺をすることができる。なお、求

める各協力寄附金を超えて相殺することはできない。 

(1) 各協力寄附金の相殺については、次のとおりとする。 

ア 事業区域外において、新設道路・道路改修・道路拡幅及び新設側溝・側溝改修

に伴う用地取得費並びに工事費相当分（公共・公益協力寄附金） 

イ 防火水槽及び消火栓について、築造、設置した場合（消防施設整備協力寄附金） 

ウ 市長が特に認める場合（水道事業整備協力寄附金） 

(2) 事業区域内の既存建築物については、次のとおりとする。 

ア 事業区域内に既存の専用住宅又は集合住宅がある場合は、その戸数分 

イ 既存単身者向け集合住宅については、３戸をもって新設世帯者向け集合住宅１戸

とみなす。 

ウ 一旦、開発行為が終了している特定用途建築行為（集合住宅以外）の場合は、そ

の面積分 

エ 既存特定用途建築行為（集合住宅以外）がある場合は、その面積分 

 

第３章 協力寄附金の使途 

（公共施設等整備基金） 

第９条 受け入れた協力寄附金については、公共施設等整備基金に積み立てるものとする。 

 

（公共施設整備事業） 

第10条 基金に積み立てた協力寄附金については、受け入れた翌年度以降、安全・安心で

良好なまちづくりを目的とする公共施設整備に充てるものとする。 

 

（上水道施設整備事業） 

第11条 受け入れた水道事業整備協力寄附金については、上水道施設整備事業に充てるも

のとする。 

 

第４章 雑則 

（補 足） 

第12条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この宇治市開発事業にかかる協力寄附金の取扱要綱は、平成３０年４月１日から施行す

る。 
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